
平成 16年 3月期 個別中間財務諸表の概要 平成 15年 11月 21日

上   場   会   社   名     アツギ株式会社アツギ株式会社アツギ株式会社アツギ株式会社 上場取引所

コード番号      3529 本社所在都道府県

（URL　http://www.atsugi.co.jp/） 神奈川県

代　　　表　　　者　　　役職名 代表取締役社長　　氏名 岡安　清友

問合せ先責任者　　　役職名 常務取締役　　　　　氏名 藤本　義治 TEL (046) 235 - 8111
決算取締役会開催日　　   　 平成 15年 11月 21日 中間配当制度の有無　　　　有

中間配当支払開始日　　　　　平成　　年　　月　　日 単元株制度採用の有無　 　有（1単元　1，000株）

１. 15年 9月中間期の業績（平成 15年 4月 1日 ～ 平成 15年 9月 30日）
(1)経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　　　　売    上    高 　　　　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

15年 9月中間期 13,275 △ 6.6 △ 202 - △ 10 -
14年 9月中間期 14,209 △ 8.3 △ 500 - △ 232 -
15年 3月期 29,775 △ 344 181

      中間(当期）純利益 　        １ 株 当 た り 中 間

           ( 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円 銭

15年 9月中間期 △ 185 - 0 △91
14年 9月中間期 △ 184 - 0 △88
15年 3月期 297 1 44
(注)①期中平均株式数　　　15年9月中間期　203,394,342株　　　14年9月中間期　208,089,238株　　　15年3月期　206,749,849　株

     ②会計処理の方法の変更　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

（2）配当状況
          1株当たり  　         1株当たり
        中間配当金      　   年間配当金

円 銭 円 銭

15年 9月中間期 0 00 - -
14年 9月中間期 0 00 - -
15年 3月期 - - 1 00

(3)財政状態
      　  総  資  産         　株  主  資　本      株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭

15年 9月中間期 62,956 42,089 66.9 208 95
14年 9月中間期 70,531 42,509 60.3 204 33
15年 3月期 64,224 42,638 66.4 208 66
(注)期末発行済株式数　　　15年9月中間期　201,436,325株　　　14年9月中間期　208,046,650株　　　15年3月期　204,344,400株

(注)期末自己株式数　　 　　15年9月中間期　6,759,364株　    14年9月中間期　       149,039株　   　15年3月期      　3,851,289株

２. 16年 3月期の業績予想（ 平成 15年 4月 1日  ～  平成 16年 3月 31日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　　　経　常　利　益 　　当　期　純　利　益 1株当たり年間配当金

期　末
百万円 百万円 百万円 　　円　　銭 　　円　　銭

通　　期 28,100 1,000 750 1　00 1　00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） 　　　 ３円  　７２銭 

※業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき当社で判断したものであります。予想にはさまざまな不確定要素が内在してお

り、実際の業績はこれらの予想数値と異なる場合があります。なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料の4ページを参照してください。

東証（第１部）大証（第１部）



アツギ株式会社

１．個別中間財務諸表等１．個別中間財務諸表等１．個別中間財務諸表等１．個別中間財務諸表等
（1）中間貸借対照表

（単位：百万円）

期　　　別

科　　　目 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

（資産の部） ％ ％ ％

Ⅰ　流動資産 23,103 36.7 22,782 32.3 21,444 33.4

現 金 及 び 預 金 2,609 5,743 2,811

受 取 手 形 410 514 469

売 掛 金 4,462 4,601 4,457

有 価 証 券 - 1,800 882

た な 卸 資 産 4,009 5,559 4,845

1年以内回収予定の長期貸付金 7,900 － 4,400

未 収 入 金 2,741 3,259 2,973

繰 延 税 金 資 産 331 336 336

そ の 他 737 1,121 344

貸 倒 引 当 金 △ 99 △ 153 △ 78

Ⅱ　固定資産 39,852 63.3 47,748 67.7 42,780 66.6

　　1　有形固定資産 26,527 42.1 27,950 39.7 27,170 42.3

建 物 9,091 9,562 9,436

構 築 物 288 298 300

機 械 及 び 装 置 140 358 319

車 輌 及 び 運 搬 具 9 12 10

工 具 器 具 及 び 備 品 34 37 38

土 地 16,943 16,775 16,775

建 設 仮 勘 定 19 905 289

　　2　無形固定資産 135 0.2 25 0.0 135 0.2

ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定 110 - 111

電 話 加 入 権 等 24 25 24

　　3　投資その他の資産 13,189 21.0 19,772 28.0 15,474 24.1

投 資 有 価 証 券 1,931 1,858 1,773

関係会社長期貸付金 8,688 16,873 11,801

そ の 他 2,617 1,323 2,134

貸 倒 引 当 金 △ 48 △ 282 △ 234

資 産 合 計 62,956 100.0 70,531 100.0 64,224 100.0
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前 期 末

平成１５年３月３１日現在

前中間期末

平成１４年９月３０日現在

当中間期末

平成１５年９月３０日現在
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（単位：百万円）

期　　　別

科　　　目 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

（負債の部） ％ ％ ％

Ⅰ　流動負債 11,734 18.6 13,986 19.8 8,568 13.3

支 払 手 形 446 468 451

買 掛 金 5,339 6,203 5,270

短 期 借 入 金 - 4,500 -

1年以内返済予定の長期借入金 2,160 2,160 2,160

賞 与 引 当 金 176 200 164

事業再編損失引当金 2,503 - -

そ の 他 1,109 454 521

Ⅱ　固定負債 9,132 14.5 14,035 19.9 13,018 20.3

長 期 借 入 金 3,660 5,820 4,740

繰 延 税 金 負 債 99 86 35

再評価に係る繰延税金負債 108 112 108

退 職 給 付 引 当 金 4,232 6,962 7,056

役員退職慰労引当金 182 231 244

預 り 保 証 金 689 689 689

預 り 敷 金 160 132 144

負 債 合 計 20,867 33.1 28,021 39.7 21,586 33.6

（資本の部）

Ⅰ　資　 　　本  　　 金 31,706 50.4 31,706 44.9 31,706 49.4

Ⅱ　資　本　剰　余　金 10,645 16.9 10,645 15.1 10,645 16.6

1　資本準備金 7,927 7,927 7,927

2　その他資本剰余金 2,718 2,718 2,718

Ⅲ　利　益　剰　余　金 △ 11 △0.0 △ 102 △ 0.1 378 0.6

△ 11 △ 102 378

160 0.3 155 0.2 160 0.2

145 0.2 118 0.2 52 0.1

Ⅵ　自　己　株　式 △ 556 △ 0.9 △ 14 △0.0 △ 304 △ 0.5

資 本 合 計 42,089 66.9 42,509 60.3 42,638 66.4

負 債 及 び 資 本 合 計 62,956 100.0 70,531 100.0 64,224 100.0
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平成１５年９月３０日現在 平成１５年３月３１日現在

当中間期末 前期末前中間期末

Ⅳ　土地再評価差額金

Ⅴ　その他有価証券評価差額金

平成１４年９月３０日現在

1　中間（当期）未処分利益（△未処理損失）
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（2）中間損益計算書
（単位：百万円）

期　　　別

科　　　目 金額 百分比 金額 百分比 金額 百分比

％ ％ ％

Ⅰ 13,275 100.0 14,209 100.0 29,775 100.0

Ⅱ 9,041 68.1 10,225 72.0 21,280 71.5

4,233 31.9 3,984 28.0 8,495 28.5

Ⅲ 4,435 33.4 4,484 31.5 8,839 29.7

202 △ 1.5 500 △ 3.5 344 △ 1.2

Ⅳ 689 5.2 745 5.3 1,452 4.9

220 236 463

6 5 9

463 504 978

Ⅴ 498 3.8 477 3.4 926 3.1

94 180 344

403 297 581

△ 10 △ 0.1 △ 232 △ 1.6 181 0.6

Ⅵ 3,035 22.9 63 0.4 153 0.5

2,881 - -

153 - -

- 54 136

- 9 9

- - 8

Ⅶ 3,194 24.1 2 0.0 6 0.0

3,003 - -

190 - -

- 2 6

△ 170 △ 1.3 △ 172 △ 1.2 328 1.1

10 0.1 11 0.1 31 0.1
4 0.0 0 0.0 0 0.0

△ 185 △ 1.4 △ 184 △ 1.3 297 1.0

174 81 81

△ 11 △ 102 378
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厚生年金基金代行部分返上益

固 定 資 産 税 減 免 益

中間（当期）純利益（△純損失）

投資有価証券評価損

事 業 再 編 損 失

税引前中間（当期）純利益（△純損失）

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

た な 卸 資 産 廃 棄 損

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

特 別 損 失

預 託 金 償 還 益

営 業 損 失

営 業 外 収 益

受 取 利 息

受 取 配 当 金

そ の 他

そ の 他

販売費及び一般管理費

中間（当期）未処分利益（△未処理損失）

前 期 繰 越 利 益

そ の 他

営 業 外 費 用

支 払 利 息

経 常 利 益 （ △ 損 失 ）

特 別 利 益

貸 倒 引 当 金 戻 入 額

当中間期 前　　期

至　平成15年9月30日 至　平成15年3月31日

自　平成14年4月  1日自　平成15年4月  1日

前中間期

自　平成14年4月  1日

至　平成14年9月30日



アツギ株式会社

中間財務諸表作成の基本となる重要な事項中間財務諸表作成の基本となる重要な事項中間財務諸表作成の基本となる重要な事項中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

1．資産の評価基準及び評価方法

（1）有価証券

①子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

②その他有価証券

時価のあるもの

中間決算末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は、全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定しております）

時価のないもの

移動平均法による原価法

（2）デリバティブ

時価法

（3）たな卸資産

　　　　移動平均法に基づく原価法

　　　　（ただし、販売用土地は個別法に基づく原価法）

2．固定資産の減価償却の方法

（1）有形固定資産

　　　定率法

　　　ただし、平成10年４月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）につい

　　　ては、定額法によっております。

      主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 15年～65年

（2）無形固定資産

　　　定額法

3．引当金の計上基準

（1）貸倒引当金

　　　売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実

　　　績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検

　討し、回収不能見込額を計上しております。

（2）賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当中間期対応分を計

  上しております。

（3）退職給付引当金

　　　従業員の退職給付に備えるために、当会計年度末における退職給付債務及

　　　び年金資産の見込額に基づき、当中間会計期間末において発生していると

　　　認められる額を計上しております。

　なお、数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員

　の平均残存勤務年数による按分額を翌事業年度より費用処理することとして

　おります。
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（追加情報）

当社は、確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分に

ついて、平成15年8月1日に厚生労働大臣から将来分支給義務免除の認可

を受けました。

当社は、「退職給付に関する実務指針（中間報告）」（日本公認会計士協会

会計制度委員会報告第13号）第47－2項に定める経過措置を適用し、当該

将来分返上認可の日において代行部分に係る退職給付債務と年金資産を

消滅したものとみなして会計処理しております。

本処理に伴う当中間会計期間における損益に与えている影響額は、特別利

益として2,881百万円を計上しております。

また、当中間会計期間末日現在において測定された返還相当額（最低責任

準備金）は7,610百万円であります。

（4）役員退職慰労引当金

　　　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく中間会計期間末要支

　　　給額を計上しております。

（5）事業再編損失引当金
　　事業再編に伴い今後発生が見込まれる費用について、合理的に見積られる金

額を計上しております。

4．リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を採用しており

ます。

5．ヘッジ会計の方法

（1）ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

なお、金利スワップについては、特例処理の要件を満たしている場合は、特例処

理によっております。

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象

（ヘッジ手段）

金利スワップ

通貨オプション

（ヘッジ対象）

借入金の金利

外貨建予定取引

（3）ヘッジ方針

借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っております。

また、為替変動リスクを回避する目的で通貨オプション取引を行っております。

ヘッジ対象の識別は個別契約ごとに行っております。

（4）ヘッジ有効性の評価

ヘッジ手段及びヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、かつヘッジ開始時

及びその後も継続して相場変動又はキャッシュ・フロー変動を完全に相殺するもの

と想定することができるため、ヘッジ有効性の判定は省略しております。

28



アツギ株式会社

6．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式を採用しております。

なお、中間貸借対照表上は、仮受消費税等と仮払消費税等とを相殺し、差額を

流動負債の「その他」に含めて表示しております。
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（注記事項）

1．中間貸借対照表関係

9,524 百万円 10,388 百万円 10,630 百万円

（２）担保に供している資産及び対応債務

6,584 百万円 6,909 百万円 6,835 百万円

0 33 30

12,458 12,731 12,458

19,043 19,674 19,324

     上記物件については、工場財団を組成し、以下の債務の担保に供しております。

- 百万円 4,500 百万円 - 百万円

2,160 2,160 2,160

3,660 5,820 4,740

5,820 12,480 6,900

（3）事業再編損失引当金の内訳

関係会社支援損失 2,142 百万円 - 百万円 - 百万円

特別退職金等 205 - -

固定資産解体費用等 156 - -

計 2,503 - -

（4）貸出コミットメント契約
当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行3行と貸出コミットメント契約を締結して
おります。当中間会計期間末における貸出コミットメントに係る借入金未実行残高等は次のとお
りであります。

貸出コミットメントの総額 4,500 百万円 - 百万円 4,500 百万円
借入実行残高 - - -
差引額 4,500 - 4,500

2．中間損益計算書関係

（1）減価償却実施額

259 百万円 288 百万円 582 百万円

0 0 0

（2）事業再編損失の内訳

関係会社支援損失 2,142 百万円 - 百万円 - 百万円

特別退職金等 335 - -

固定資産除却損

建物 151 - -

機械及び装置 98 - -

車輌及び運搬具 0 - -

工具器具備品 1 - -

固定資産解体費用等 274 - -

計 3,003 - -
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当中間期末 前中間期末 前期末

無 形 固 定 資 産

土 地

長 期 借 入 金

計

一年以内返済予定の長期借入金

建 物

機 械 及 び 装 置

有 形 固 定 資 産

前中間期末

短 期 借 入 金

（1）有形固定資産の減価償却累計額

計

前中間期末

当中間期末 前中間期末

前　期　末

前　期　末

前　期　末

当中間期末

当中間期末 前中間期末 前期末

当中間期末 前中間期末

当中間期末 前中間期末

前　期　末当中間期末

前期末
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（リース取引関係）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末残高相当額

232 百万円 391 百万円 75 百万円 700 百万円
118 249 38 406
113 142 37 293

259 百万円 421 百万円 88 百万円 769 百万円
103 249 44 397
156 171 43 371

259 百万円 375 百万円 67 百万円 703 百万円
121 206 31 359
138 168 36 343

取得価額相当額及び未経過リース料中間期末（期末）残高相当額の算定方法
支払利子込み法によっております。

（2）未経過リース料中間期末残高相当額

114 百万円 127 百万円 129 百万円
178 244 213
293 371 343

（3）当中間会計年度の支払リース料及び減価償却費相当額

66 百万円 71 百万円 142 百万円

（4）減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数として、残存価額を零として、定額法により算出しております。
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中間期末残高相当額

工具器具及び備品 ソフトウェア

取 得 価 額 相 当 額
減価償却累計額相当額

支払リース料（減価償却費相当額）

当中間期末

前中間期末
機械及び装置

中間期末残高相当額

取 得 価 額 相 当 額
減価償却累計額相当額

機械及び装置

前　期　末

1 年 以 内

合計

ソフトウェア

ソフトウェア

合　　　　　計

前中間期末

1 年 超

当中間期末

取 得 価 額 相 当 額
減価償却累計額相当額
期 末 残 高 相 当 額

前中間期

工具器具及び備品

当中間期

機械及び装置 工具器具及び備品

前　期　末

前　期　

合計

合計



アツギ株式会社

（有価証券関係）

当中間期（自　平成15年4月1日　至　平成15年9月30日）、前中間期（自　平成
14年4月1日　至　平成14年9月30日）及び前期（自　平成14年4月1日　至　平成　
15年3月31日）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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